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 大田区地域福祉活動計画（リボン計画）より 



大田区福祉管理課作成 

令和３年８月 11日 

 

  大田区におけるコーディネーターの活動状況について 

１ 配置状況 

  平成 24 年度から、ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯などに対する、地域での見守り・支え合いのネットワークづくりに取り組み、高齢者が安心して暮らせるまちづくりを進

めるため、「見守りコーディネーター」を各地域包括支援センターに配置してきました。さらに、平成 30年度には、「見守りささえあい
・ ・ ・ ・ ・

コーディネーター」に名称を変え、地域づくりに特化

した「地域ささえあい強化推進員」を新たに配置し、ともに「生活支援コーディネーター」として位置付けました。 

 平成 31 年３月に策定した「大田区地域福祉計画」では、個々の生活課題や地域課題と、公的サービスや支援機関、地域資源などを結びつけていく役割として、大田区社会福祉協議会の

「地域福祉コーディネーター」と、「生活支援コーディネーター」を「地域福祉を推進するコーディネーター」に位置付け、大田区版の「地域共生社会の実現」に向けた体制強化を図ってき

ているところです。 

 

 

年度 
高齢者施策 

推進プラン 
地域福祉計画 

コーディネーター配置 

見守りささえあい 

コーディネーター 

地域ささえあい強化推進員 

（以下「強化推進員」） 

大田区社会福祉協議会の 
地域福祉コーディネーター 

平成 29年度 
第６期プラン 

「地域包括ケアシステム

の構築」 

 

※平成 24 年度から見守りコーディネ

ーターを配置 

 ・地域連携係を新設し、地域福祉コーディネ

ーター配置準備 

平成 30年度 

第７期プラン 

「地域包括ケアシステム

の深化・推進」 

・見守りささえあいコーディネーター

に名称を変更 

・調布地域：２名配置 

・糀谷・羽田地域：２名配置 

・基本圏域に１名ずつ、計４名配置 

・生活支援コーディネーターとして位置付け 

平成 31年度 
(令和元年度) 

大田区版「地域共生社会の実

現」を掲げて策定 

※大田区社会福祉協議会で

も計画策定を前倒しして

「大田区地域福祉活動計

画」を策定 

 ・蒲田地域：２名配置 ※おおた地域共生ボランティアセンターを設

置、地域共生担当係長を配置 

・各コーディネーターを「地域福祉を推進するコーディネーター」として位置付ける。 

令和２年度 

・馬込地区に地域包括支援センターを

新たに１増設、それに伴い配置 

・大森地域：２名配置 ・２名増員（１名は「特例貸付」に専従） 

   

令和３年度～ 
第８期プラン 

「地域包括ケアシステム

のさらなる推進」 

・地域包括支援センター22か所 

 22名配置 

※ただし、専属配置ではない。 

・強化推進員の執務場所を大田区社会福祉協議会に置き、地域福祉コーディネーターとの

より一層の連携を強化する。 

 

●強化推進員：８名 

●地域福祉コーディネーター：５名   計 13名 

 
 
 

複合課題に取り組む個別支援などを含め、地域共生社会づくりの核となる「重層的支援体制整備事業」の整備を進める。 

連携強化 



大田区福祉管理課作成 

令和３年８月 11日 

 

 

１ 生活困窮者自立相談支援事業等について 

 (１) 実施体制 

自立支援機関名 大田区生活再建・就労サポートセンターＪＯＢＯＴＡ 

実施方法 委託：社会福祉法人やまて福祉会 

所在地 大田区大森北１-11-１ 柳原大森ビル６階 

大森駅から徒歩３分 

窓口開設時間 月曜から土曜の10時から18時（祝日・年末年始を除く） 

職員体制 所長、主任相談員以下、常勤・非常勤あわせて20名体制 

社会福祉士、精神保健福祉士、産業カウンセラー等各種資格保持

者を配置 

実施内容 (１)自立相談支援事業（必須事業） 

経済的な自立や就労に向けて、相談者に応じた支援 

(２)住 居 確 保 給 付 金（必須事業） 

離職等により住居を失うおそれのある方へ、家賃相当額を支給 

(３)就労準備支援事業（任意事業） 

就労や生活習慣に課題を抱える方に、職場体験など就労を目指

す支援 

(４)家計改善支援事業（任意事業） 

債務・滞納の解消など、家計を管理できる自立した生活に向

けた支援 

 

(２) 実績 

項目 令和元年度 令和２年度 

新規相談者数 1,558名 5,886名 

支援プラン作成件数 461件 347件 

 内訳：住居確保給付金 59件 81件 

    就労準備支援事業 41件 15件 

    認定就労訓練事業 ３件 ２件 

    家計改善支援事業 50件 23件 

    就労支援事業 278件 247件 

就労者数 177名 140名 

 

 

 

 

２ 生活困窮世帯の子どもの学習・生活支援事業 

 (１) 実施体制 

実施方法 委託：ＮＰＯ法人ユースコミュニティー 

職員体制 教室責任者、学習支援専門員の他、大学生を中心としたア

ルバイトスタッフ50名程で運営 

実施内容 (１)中学生学習支援 

内容 基礎学力定着と高校進学を支援 

会場 社会福祉センター、大森清掃事務所西分室、 

東糀谷老人いこいの家、仲池上老人いこいの家 

日時 週１回、18時30分から21時まで実施 

(２)高校生中退防止支援 

内容 基礎的学習のサポート等により高校卒業を支援

会場 大田区社会福祉センター 

日時 毎週日曜日 19時から21時まで実施 

(３)若者学び直し支援 

内容 高校進学、高等学校卒業程度認定試験の受験支援 

会場 大田区社会福祉センター 

日時 毎週金曜日 18時30分から21時まで実施 

 

(２) 実績 

項目 令和元年度 令和２年度 

中学生学習支援 

実利用人数 

進学状況 

 

151名 

中学３年生112名(100％)

が高校進学 

 

149名 

中学３年生149名(100％) 

が高校進学 

高校生の中退防止支援 

実利用人数 

相談支援件数 

 

16名 

延べ242件 

 

17名 

延べ58件 

学び直し支援 

実利用人数 

高校入学 

高卒認定科目合格 

高卒認定資格取得 

 

８名 

０名 

２名 

２名 

 

８名 

４名 

１名 

３名 

 

大田区における生活困窮者自立支援法の実施体制と実施内容について 


